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2026年２月 27日 

 

（吸収分割会社） 

東京都江東区豊洲二丁目２番１号 

澪標アナリティクス株式会社 

代表取締役 井原 渉 

 

（吸収分割承継会社） 

東京都新宿区西新宿八丁目 17番１号 

ＴＩＳ株式会社 

代表取締役社長 岡本 安史 

 

吸収分割に係る事前開示書類 

 

澪標アナリティクス株式会社（以下、「澪標アナリティクス」という。）およびＴＩＳ株式会

社（以下、「ＴＩＳ」という。）は、2026 年４月１日を効力発生日とし、澪標アナリティクスを

吸収分割会社、ＴＩＳを吸収分割承継会社とする会社分割（以下、「本分割」という。）を行う

ことにつき、それぞれの取締役会決議を経て、2026 年２月２日付で吸収分割契約書を締結いた

しました。よってここに本分割に係る事前開示をいたします。 

なお、本分割は、吸収分割会社である澪標アナリティクスは会社法第 784 条第１項に規定す

る略式分割、吸収分割承継会社であるＴＩＳは会社法第 796 条第２項に規定する簡易吸収分割

となるため、両社とも株主総会の承認を経ずに吸収分割を行うものであります。 

 

記 

 

１．吸収分割契約書 

別紙１「吸収分割契約書」のとおりであります。 

 

２．分割対価の相当性に関する事項 

本分割に際して、ＴＩＳは澪標アナリティクスに対し、株式その他金銭等の交付を行い

ませんが、澪標アナリティクスはＴＩＳの完全子会社であることから、これを相当である

と判断しております。 

 

３．吸収分割会社（澪標アナリティクス）についての次に掲げる事項 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２「澪標アナリティクス株式会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容」の

とおりであります。 

 

（２）最終事業年度の末日後に生じた重要な事実（後発事象）の内容 

該当事項はありません。 



2 

 

 

４．吸収分割承継会社（ＴＩＳ）についての次に掲げる事項 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

ＴＩＳは、有価証券報告書および半期報告書を関東財務局に提出しています。最終

事業年度に係る計算書類等については、金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の

開示書類に関する電子開示システム（EDINET）またはＴＩＳの下記Ｗｅｂサイトより

閲覧可能です。  

https://www.tis.co.jp/ir/finance/securities_report/index.html 

 

（２）最終事業年度の末日後に生じた重要な事実（後発事象）の内容 

ア．自己株式の取得 

ＴＩＳは、2025 年５月８日開催の取締役会において、会社法第 165 条第３項の規

定により読み替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき、自己株式の取得に係

る事項について決議し、当該決議に基づく自己株式の取得を次のとおり終了してお

ります。 

①自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に柔軟に対応した機動的な資本政策を遂行し、株主利益および資

本効率の向上を図るため。 

②自己株式の取得に関する取締役会の決議内容 

・取得する株式の種類 普通株式 

・取得する株式の総数 12,000,000株（上限） 

・株式の取得価額の総額 42,000百万円（上限） 

・取得の期間 2025年５月９日～2025年 12月 31日 

・取得の方法 東京証券取引所における市場買付（自己株式立会外買

付取引（ToSTNeT-3）による買付を含む） 

 

（上記決議に基づく自己株式の取得状況） 

・取得期間     2025年５月９日～2025年 12月 23日 

・取得した株式の総数 8,656,200株 

・取得価額の総額 41,999百万円 

 

イ．連結子会社（株式会社インテック）の吸収合併 

ＴＩＳは、完全子会社である株式会社インテック（以下、「インテック」という。）

を吸収合併することにつき、2025 年 10 月 31 日開催の取締役会において決議し、同

日付で吸収合併契約を締結しました。 

①被結合企業の名称および事業の内容 

・被結合企業の名称 株式会社インテック 

・事業の内容 ソフトウエア、システムインテグレーション、ネット

ワーク、アウトソーシング、ＩＴコンサルティング 

 

https://www.tis.co.jp/ir/finance/securities_report/index.html
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②合併の日程 

・合併基本方針決定日 2025年７月30日 

・合併契約承認取締役会 2025年10月31日 

・合併契約締結日 2025年10月31日 

・合併契約の効力発生日 2026年７月１日（予定） 

③合併の方式 

ＴＩＳを吸収合併存続会社とし、インテックを吸収合併消滅会社とする吸収合併

方式 

④合併に係る割当ての内容 

本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 

⑤合併後企業の名称 

ＴＩＳＩ株式会社（2026年７月１日付でＴＩＳ株式会社から商号変更予定） 

⑥合併の目的 

2008年４月のＩＴホールディングス株式会社の設立による経営統合および2016年

７月の事業持株会社体制への移行を通じて、ＴＩＳおよびインテックの両社はグ

ループの中核会社としてシナジー効果の創出による顧客への提供価値拡大と企業

価値向上に取り組んでまいりました。 

一方、当社グループを取り巻く経営環境の変化等に鑑みると、長期経営方針「グ

ループビジョン 2032」の早期かつ確実な実現は極めて重要であり、そのためには、

ＴＩＳとインテックを合併させ、これまで以上に強固な経営・事業基盤を構築す

ることが不可欠であると判断いたしました。 

インテックとの合併により、お客様や社会との価値交換性を高めるとともに、テ

クノロジーや先鋭人材への戦略的投資を軸とした経営資本の最適配分や中核拠点

の更なる提供価値向上を強力に推進し、更なる企業価値の向上を目指してまいり

ます。 

 

ウ．連結子会社（Ｆｉｘｅｌ株式会社）の吸収合併 

ＴＩＳは、完全子会社であるＦｉｘｅｌ株式会社（以下、「Ｆｉｘｅｌ」という。）

を吸収合併することにつき、2026年１月 14日開催の取締役会において決議し、2026

年２月２日付で吸収合併契約を締結しました。 

①被結合企業の名称及び事業の内容 

・被結合企業の名称 Ｆｉｘｅｌ株式会社 

・事業の内容 UX/UIデザイン、システム開発、新規サービス開発支

援、DXデザイン支援、デザインシステム構築・運用支

援 

②合併の日程 

・合併契約承認取締役会 2026年１月14日 

・合併契約締結日 2026年２月２日 

・合併契約の効力発生日 2026年４月１日（予定） 
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③合併の法的形式 

ＴＩＳを吸収合併存続会社とし、Ｆｉｘｅｌを吸収合併消滅会社とする吸収合併

方式 

④合併に係る割当ての内容 

本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 

⑤合併の目的 

ＴＩＳは、DX提供価値を向上する一環として、エンタープライズ向け業務システ

ムのUI（注1）/UX（注2）デザインコンサルティングから事業会社向けのデザイン

システムの構築・運用支援などを手掛けるＦｉｘｅｌを2022年9月に子会社化し、

Ｆｉｘｅｌが得意とするデザイン領域とＴＩＳが得意とするシステム開発領域の

連携により顧客のDX化支援を推進してまいりました。 

しかしながら、UI/UXの継続的改善がDXによる企業変革に欠かせない要素の一つで

あることから、デザインとエンジニアリングの統合ニーズが高まりを見せている

ことを踏まえ、Ｆｉｘｅｌの事業と人材をＴＩＳに集中させて提案から開発・保

守までを一気通貫で提供する総合力を強化することが重要と判断し、吸収合併を

行うものです。 

（注1） UI（User Interface/ユーザーインタフェース）：ユーザーがPCとやり取

りをする際の入力や表示方法などの仕組み 

（注2） UX（User Experience/ユーザーエクスペリエンス）：サービスなどによっ

て得られるユーザー体験 

 

エ．自己株式の消却 

ＴＩＳは、2026 年２月３日開催の取締役会において、会社法第 178 条の規定に基

づく自己株式の消却を行うことについて、次のとおり決議しております。 

①消却の理由 

ＴＩＳは、自己株式について、原則として発行済株式総数の５％を上限として保

有し、５％を超過する保有分については消却することとしています。当期におい

て総額約 420 億円の自己株式の取得を実施し、このうち、株主還元の観点から取

得した自己株式（70 億円相当）については、この方針に沿った対応を予定してい

ます。一方、資本構成の適正化を図る一環として取得した自己株式（350億円相当）

については、当社方針および将来の株式の希薄化懸念を払拭すること等を勘案し、

当初より消却する予定としており、本件はその予定通り消却を実施するものです。 

②消却の方法 

その他資本剰余金からの減額 

③消却する株式の種類 

普通株式 

④消却する株式の数 

7,833,411株 

（当期において取得した自己株式数 8,656,200 株のうち、その平均買付単価をも

とに資本構成の適正化を目的とする 350 億円相当を算出した株式数であり、消
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却前の発行済株式総数に対する割合は 3.3％） 

⑤消却日 

2026年２月 27日 

⑥消却後の発行済株式総数 

228,400,000株 

 

５．本分割の効力発生日以後における澪標アナリティクスおよびＴＩＳの債務の履行の見込み

に関する事項 

（１）澪標アナリティクスについて 

澪標アナリティクスの最終事業年度の末日である 2025 年 3 月 31 日以後、本分割の

効力発生日までの変動を考慮しても効力発生日における澪標アナリティクスの資産の

額は、負債の額を上回ることが見込まれます。また、効力発生日以後についても澪標

アナリティクスにおいて重要な財産の処分、重大な債務の負担など資産および負債の

状況に重大な影響を与える事象は認められません。 

以上のことから効力発生日以後も澪標アナリティクスの負担すべき債務について、

履行の見込みがあると判断いたしました。 

 

（２）ＴＩＳについて 

ＴＩＳの最終事業年度の末日である 2025 年 3 月 31 日以後、債務の履行に支障を及

ぼす事情の発生およびその可能性は現在のところ認識されておらず、本分割の効力発

生日以後においてもＴＩＳの資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれて

おります。以上のことから効力発生日以後もＴＩＳの負担すべき債務について、履行

の見込みがあると判断いたしました。 

なお、本分割により澪標アナリティクスからＴＩＳに承継される債務については、

澪標アナリティクスが重畳的に債務を引受するため、当該債務に関する債権者が本分

割によって不利益を被ることはありません。 

 

以 上 



（別紙１） 

 

 

 

吸収分割契約書 

 













（別紙２） 

 

 

 

 

澪標アナリティクス株式会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 



計算書類
（第 11 期）

自 2024年  4月  1日

至 2025年  3月 31日

澪標アナリティクス株式会社

東京都江東区豊洲２丁目２番１号

豊洲ベイサイドクロスタワー３２Ｆ



負債の部
科     目

【流動負債】
買掛金
未払金
未払金（従業員等）
未払費用
未払消費税
未払法人税等
預り金
賞与引当金
仮受金
流動負債合計
負債合計

金     額

25,135
53,759
39,611
18,080
24,522
36,843
3,890
66,274

62
268,179
268,179

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計
純資産合計
負債純資産合計

金     額

18,644

17,644
17,644

736,262 )(
736,262
736,262
772,550
772,550

1,040,730

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
売掛金
貯蔵品
前払費用
未収入金（契約資産）
立替金
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物付属設備
工具器具備品
一括償却資産
減価償却累計額
有形固定資産合計

(無形固定資産)
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
長期前払費用
繰延税金資産・固定
差入保証金
長期前払費用・繰延資産
投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

金     額

666,173
303,092

9
12,606
4,026
550

986,458

1,670
2,153
4,725

△1,325
7,223

80
80

105
46,099

530
234

46,968
54,272

1,040,730

(単位：千円)

貸 借 対 照 表

澪標アナリティクス株式会社

2025年  3月 31日　現在



科     目
【売上高】
売上高
売上高（収益認識）
売上高合計

【売上原価】
当期製品製造原価

売上総利益
【販売費及び一般管理費】

営業利益
【営業外収益】
受取利息
雑収入
営業外収益合計
営業外費用合計
経常利益

特別利益合計
【特別損失】
固定資産除却損
特別損失合計
税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

法人税等合計
当期純利益

額金

1,494,628
3,635

1,498,264

577,479577,479
920,784
672,711
248,073

349
80

430
0

248,503
0

61
61

248,441
91,644
△6,497

85,146
163,295

(単位：千円)

損 益 計 算 書

澪標アナリティクス株式会社

自 2024年  4月  1日  至 2025年  3月 31日



株主資本等変動計算書

澪標アナリティクス株式会社

自 2024年  4月  1日  至 2025年  3月 31日

(単位：千円)

当期首残高
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益

当期変動額合計
当期末残高

資本金

18,644

0
18,644

資本準備金

17,644

0
17,644

資本剰余金
合計

17,644

0
17,644

資本剰余金

繰越利益
剰余金

707,589

△134,622
163,295
28,673
736,262

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計

707,589

△134,622
163,295
28,673
736,262

株主資本

利益剰余金

当期首残高
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益

当期変動額合計
当期末残高

株主資本
合計

743,877

△134,622
163,295
28,673
772,550

株主資本

純資産合計

743,877

△134,622
163,295
28,673
772,550



１．有形固定資産および無形固定資産の明細 1 頁

２．引当金の明細 1 頁

３．販売費および一般管理費の明細 2 頁

第11期

計算書類の附属明細書

自：2024年04月01日

至：2025年03月31日

澪標アナリティクス株式会社



１．有形固定資産および無形固定資産の明細 （単位：千円）

区分 資産の種類
期首

帳簿価額
当期

増加額
当期

減少額
当期

償却額
期末

帳簿価額
減価償却
累計額

期末
取得価額

建 物 付 属 設 備 1,399          -                -                111            1,287          382            1,670          

工 具 器 具 備 品 544            1,441          -                775            1,209          943            2,153          

一 括 償 却 資 産 5,124          4,753          19              5,132          4,725          -                4,725          

計 7,068          6,194          19              6,019          7,223          1,325          8,548          

ソ フ ト ウ ェ ア 121            -                -                41              80              

計 121            -                -                41              80              

（注） 当期増加額のうち、主な内訳は以下のとおりであります。

パソコン4台購入（工具器具備品） 1,441 千円

パソコン41台購入（一括償却資産） 4,645 千円

２．引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

908            -                -                908            -                

50,101        66,274        50,101        -                66,274        

（注） 当期減少額のうち、その他の内訳は以下のとおりであります。

法定繰入率による引当の取崩 908 千円

当期減少額
期末残高

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定

資
産

区分 期首残高 当期増加額

1



3.販売費および一般管理費の明細 （単位：千円）

科 目 金 額 摘 要

　　役員報酬 36,000

　　給料手当 196,901

　　賞与 14,415

　　賞与引当金繰入額 36,533

　　通勤手当 571

　　法定福利費 39,984

　　出向者人件費 213,423

　　福利厚生費 3,091

　　採用費 19,943

　　教育研修費 1,803

　　広告宣伝費 5,907

　　接待交際費 1,191

　　旅費交通費 1,531

　　通信費 18,317

　　発送費 82

　　消耗品費 801

　　修繕費 36

　　会議費 845

　　資料費 146

　　業務委託費 57,487

　　派遣人件費 9,383

　　支払手数料 382

　　地代家賃 8,740

　　水道光熱費 157

　　賃借料 203

　　保険料 158

　　貸倒引当金繰入額 △ 908

　　事業所税 2,197

　　租税公課 150

　　減価償却費 3,135

　　諸会費 92

　　販売費及び一般管理費合計 672,711

２
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